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熊本都市圏 PT 調査では，マスターデータの拡大係数に各種補正係数を乗じることで，現況マスターデ

ータの再現性の向上や将来マスターデータを作成している．本論文は，拡大係数を用いた具体的な現況・

将来マスターデータを作成する手法について詳述するとともに，サンプルデータを用いてこの手法の妥当

性を検証する.さらに，四段階推計手法で作成される OD表がトリップチェーンを確保していないことから

生じる，四段階推計手法と本手法を組み合わせた際に生じ収束誤差について分析する．さらに，本手法を

用いて，H9 マスターデータに H24 フレームを適用することで H24 マスターデータを推計し，オリジナル

データと比較し再現性の検証を行う． 
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1. はじめに 

 

熊本都市圏 PT 調査では，現況マスターデータ及び将

来マスターデータを作成する際，拡大係数を用いて予測

を行っている．現況マスターデータを作成する際には，

観測された駅間の乗降 OD表に一致するようにマスター

データの拡大係数に補正率を乗じている．また，将来交

通需要を推計する際には，将来の居住人口で拡大するだ

けでなく，分布・分担に至るまでマスターデータの拡大

係数に補正率を乗じることで算出している． 

従来の PT 調査は，OD 表を用いた 4 段階推計手法で

将来の交通需要を推計し，それに対応した交通施設を整

備することが目的となっていた．今後，交通量だけでな

く，交通の質を議論することが求められており，図 1に

示すように，個人の属性や個人単位の交通特性が反映可

能で，評価可能なマスターデータを用いた予測手法が必

要である． 

本論文は，拡大係数を用いた現況・将来マスターデー

タの修正方法について，その技術的な視点からの検証を

行うとともに，2 時点間の PT 調査データを用いて，拡

大係数を用いた推計手法の妥当性を検討する． 

 将来交通需要推計を行うための拡大係数付与手法は，

京阪神都市圏 PT 調査等で活用されている手法であり，

将来の居住人口フレームで拡大する手法であり，わかり

やすい手法である．拡大係数を用いた方法については，

倉内 1)らの研究論文がある．倉内らは，PT調査で得られ

るデータに対して，IPU 法を用いて世帯及び個人属性の

双方を考慮した拡大係数を算出している．IPU 法は，こ

れらカテゴリーが一致するまで，各セグメントの重みを

繰り返し計算を行い収束させ手法である．さらに，IPU

法で計算した結果が母集団の周辺分布に一致しないこと

から，その原因分析を実施している． 

本論文で適用する拡大係数を修正する手法は，IPU 法

とほぼ同じ考え方であるが，対象とするカテゴリーを

PT マスターデータ上にある目的トリップや乗降駅など

までに拡張した点と，拡大係数を算出する際，各カテゴ

リーで算出した補正値の平均値を用いて繰り返す手法で

ある点が異なる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1  予測手法の全体フロー 
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2.  PT マスターデータでの拡大係数を用いた交通

需要推計手法の提案 

 

(1) 拡大係数を用いたマスターデータの補正方法 

本論文では，図-2に示すように四段階推計手法で推計

される目的別OD表に一致するように，マスターデータ

を補正する手法を提案している． 

具体的には，通常の四段階推計手法で目的別OD表を

作成し，このOD表のトリップ数とゾーン別属性人口数

が一致するように，マスターデータに各カテゴリーの平

均補正率を乗じている． 

この手法では，現況の観測されたバス・鉄道利用者等

の駅間OD表をコントロール値として，マスターデータ

の拡大係数を補正することで，現況マスターデータの精

度向上も可能となる．さらに，毎年の人口フレームや鉄

道・バス等の観測交通量で拡大係数を補正することで，

マスターデータを毎年更新することが可能となる． 

  

(2) サンプルデータを用いた手法の妥当性確認 

 ここでは，この手法の妥当性を確認するために，サン

プルデータを用いて現況マスターデータから将来マスタ

ーデータが再現できるかの確認を行う． 

a) 拡大係数修正手法による妥当性検討 

拡大係数修正手法による再現性を確認するために，現

況マスターデータ(100レコード)を任意作成し，この現況

マスターデータの拡大係数に対し，以下に示す方法を用

いて将来マスターデータを作成している． 

① 現況マスターデータより目的別OD表を集計 

② 現況目的別OD表に対して、ODペア別に乱数によ

る補正率を乗じて、将来目的別OD表(仮)を作成 

③ 現況マスターデータを構成するレコード別に平均

目的別OD補正率を乗じる 

④ レコード別平均目的別OD表補正率に，さらに乱数

を乗じて，将来マスターデータの拡大係数を算出 

 

 再現性の確認方法としては，現況マスターデータ及び，

将来目的別OD表を用いて，図2に示す拡大係数補正方法

を用いて将来マスターデータを推計する．この推計マス

ターデータと，オリジナルの将来マスターデータを比較

して再現性の確認を行う． 

図3は，収束回数別のOD表の推計誤差率を示したもの

である．収束回数30回程度実施した場合，OD推計誤差

率は0.23%程度となり高い収束結果となっている． 

図4は，将来マスターデータのオリジナルの拡大係数

に対して，算出した将来マスターデータの拡大係数の推

計値をプロットしたものであり，概ねの再現性は図られ

ており，マスターデータの拡大係数推計誤差率は6.2%と

なっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 将来マスターデータの作成フロー 

OD推計誤差率 
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図-4 拡大係数の再現性 

図-3 収束回数別のOD推計誤差率 

属性別人口数，目的別ODトリップ数比較 
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b) 四段階推計手法との組合せ手法の妥当性検討 

上記検証では，将来マスターデータを作成し，これを

集計した目的別OD表をコントロール値としていること

から，目的別OD表はトリップチェーンが確保されたデ

ータとなっている．しかしながら，4段階推計手法では，

トリップチェーンを無視して推計しているため，コント

ロール値として与える将来目的別OD表はトリップチェ

ーンが確保されていない．このため，倉内ら指摘するよ

うに，推計結果が母集団であるカテゴリー分布に一致し

ない可能性が高い． 

このため，ここでは，任意に作成した将来目的別OD

表が本手法で再現できるかの検証を行う．将来目的別

OD表は，ケース①「4段階推計手法の発生・集中モデル

と同様な方法で推計した手法」と，ケース②「現況OD

表の各ペアに乱数を乗じて算出した将来OD表」の2ケー

スを考える．ケース①は，居住人口・従業人口の伸び率

を現況発生量/集中量に乗じ将来発生量/集中量を算出し，

現況目的別OD表に対して現在パターン法を適用して将

来目的別OD表を算出する． 

 

 

 発生量 集中量 

通勤・通学 居住人口伸び 従業人口伸び 

業務・私用 居住・従業人口の伸び平均 従業人口伸び 

帰宅 従業人口 居住人口伸び 

 

ケース①では，例えば通勤の復目的である帰宅は，発

生量と集中量で逆の伸び率を乗じていることから，トリ

ップチェーンをある程度考慮したパターンとなる．一方，

ケース②は，現況目的別OD表に対して，OD別に乱数等

を用いて補正率を乗じて将来OD表を推計していること

から，トリップチェーンが崩れた状態となっている． 

表2は，人口伸び率や乱数を任意に設定した上での再

現性の検討結果であり，OD表の再現性がトリップチェ

ーンを無視するケースほど悪化する傾向にある． 

このため，トリップチェーンを考慮した将来交通需要

の補正方法の検討が今後必要となる． 

 

3. 2時点でのPTマスターデータの再現性の検討 

 

熊本都市圏 PT 調査の H9 マスターデータに対して，

H24 マスターデータの人口に一致させることで，2 時点

間の PTマスターデータの再現性の確認を行う． 

通常の四段階推計手法の生成量，発生・集中モデルで

は，性・年齢・就業有無・免許有無人口を説明変数にす

ることが多い．ここでは，H24 の B ゾーンの性・10 才

ピッチ年齢・就業有無・免許有無別人口に一致させるよ

うにH9マスターデータを拡大する．  

 

 OD推計誤差率 

①将来マスターデータを集計した将来OD表 0.23% 

②現況OD表に、居住地、目的地のフレーム

特性を反映させて作成した将来OD表 

2.28% 

③乱数で作成した将来OD表 3.38% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら，このH27マスターデータは，ゾーン別

従業人口や交通条件は反映されていないデータであり，

分布・分担等の予測は考慮されていない． 

a) 生成原単位の比較 

図 5 は原単位の推移を示したものである．H9,H24 実

績値は，H9,H24 マスターデータを集計した値であり，

H24 推計値は，H9 マスターデータを H24 人口で拡大し

たものである． 

20～40才代の男性原単位を見ると， H9実績値に対し

H9実績値 

H24実績値 

H24推計値 

H9実績値 

H24推計値 

H24実績値 

H24実績値 

H24推計値 

H9実績値 

図-5 H9実績値, H24推計値, H27実績値の生成原単位の比較 

図-6 総トリップの比較 

図-7 通勤目的トリップの比較 

図-8 私用目的トリップの比較 

表-2 将来OD表作成方法別のOD推計誤差率 

 

表-1 発生量・集中量の伸び率の設定方法 
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図-12 鉄道利用分担率の比較 

図-11 市電利用分担率の比較 

図-10 路線バス利用分担率の比較 

図-9 自動車利用分担率の比較 

て H24 推計値では，非就業者が増加したことから原単

位が低下すると推計したが，H24 実績値では H9 実績値

と同程度の原単位水準となっている．50 才以上になる

と免許保有者の増加により H9観測値に対して H24推計

値は上昇すると推計したが，H24 実績値は，それをさら

に上回る極めて高い原単位となっている．同様に，30

才代以上の女性も，H24推計値を大きく上回る H24実績

値の原単位となっている．つまり，シニア世代以上層で

は免許保有率や就業率のアップによる生成原単位の増加

が予想されたが，さらに上回る高い生成原単位となって

いることから，移動スタイルが H9年から H24年の間で

大きく変化したと想定される． 

b) 総トリップ数の比較 

図 6～8 は，都市圏全体のトリップ数の推移を比較し

たものである．総トリップ数及び通勤トリップ数の H24

推計値は，H9実測値の 1.05，1.01倍であるが，H24実測

値では 1.24，1.23 と大幅に増加している．H9 から H24

の総人口の伸びは 1.05 倍であることから，人口伸びを

上回る大幅なトリップの増となっている． 

さらに私用目的を見ると，H24推計値で 1.15倍と高齢

者人口の伸びを反映したものであったが，H24 実測値で

は，さらに 1.61 倍と増加し，高齢者の移動トリップが

大きく増加している． 

c) 手段分担率の比較 

図 9～12は，手段分担率の推移を比較したものである．

免許保有率の上昇と宅地郊外化の影響により，H24 推計

値の自動車分担率は H9 実測値よりも上昇すると予想さ

れたが，H24実測値は H24推計値より自動車分担率が低

く，利用者の車離れが見て取れる． 

バスの場合，H9 から H24 で 0.52%分担率が低下して

いるが，そのうち，免許保有率等の影響を考慮した H24

推計値では 0.42%低下している．この分担率の差 0.1%が

バス本数減や移動スタイル等の変化が要因と想定される． 

つまり，路線バス利用者の原因は，年齢層の変化・免許

保有者の増・居住地の郊外化等による影響が極めて大き

いと言える． 

 一方，市電・鉄道の場合，H24 推計値では減少すると

予想されたが，実際は H9 を上回る分担率となり，沿線

住宅開発や，それに伴う新駅設置，さらには運行本数の

増便等の要因が反映されたと推測される． 

 

4. おわりに 

 

性・年齢・免許・就業の人口フレームを反映したH24

年の再現性を，PTマスターデータの拡大係数を用いて確

認を行ったが，15年間で交通行動のスタイルが大きく変

化したことを確認できた．今後，人口構成が大きく変化

するとともに，高齢者の就業，サテライトオフィス等の

就業形態，宅配の進展による外出活動の影響等，さまざ

まな要因が交通行動に影響を及ぼすことが想定される． 

このため，今後の交通状況を予測するためには，でき

るだけ多くの要素を組込んだ個人行動を記述したマスタ

ーデータを用いて推計することが必要である． 

しかしながら，マスターデータを用いた推計手法を適

用するためには，十分なサンプル数が必要になるととも

に，さまざまな要素をデータとして取込む方法，トリッ

プチェーンを考慮した将来交通動向を推計するための技

術的な検討が必要である．  
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